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【要旨】 

 ロードヒーティングに代表される融雪施設の熱源は、ほとんどが電気でありそのコストが大きな負担となっている。

しかし、道路条件からロードヒーティングに頼るしかない箇所も多数あり、より効率的で経済的な維持管理が求められ

ている。 

 そこで、既存ロードヒーティングの稼働実態調査及び運転方法別の供給熱量と必要熱量を検討することで、最小限必

要な熱量を明確にするとともに、ロードヒーティングで活用可能な再生可能エネルギーについて、安定性、偏在性、技

術的課題、コストについて検討を行い、再生可能エネルギー活用方法の提案を行う。 

 本年度は、ロードヒーティングの現地実態調査を行い、路面状況、供給熱量、風況等のデータを収集した。また、ロ

ードヒーティング熱源に使用可能な再生可能エネルギーについての調査を実施した。 

キーワード：ロードヒーティング、維持管理、コスト縮減、再生可能エネルギー 

 

 

1．はじめに 

 積雪寒冷特別地域である北海道ではスパイクタイヤの

使用が法律により規制された段階で多数のロードヒーテ

ィングが設置されたが、ほとんどが熱源を電気としてお

りそのコストが除雪事業費を圧迫するほど大きな負担と

なっている。このためコスト縮減を目的として、縦断勾

配が緩いなどの道路条件を勘案しロードヒーティングを

停止し凍結防止剤の散布強化に切り替えている箇所もあ

る。しかし、散布車の台数や融雪効果及び道路条件から

ロードヒーティングを停止できない箇所も多数ある。 

 そこで、平成２３年度は、既存ロードヒーティングの

路面状況、供給熱量、風況等のデータを収集し、現状の

供給熱量に対する融雪状況と気温や降雪量、路面温度等

のデータから導き出される必要熱量を比較し、必要最低

熱量を検討した。 

 さらに、積雪寒冷地においてロードヒーティングで利

用可能な再生可能エネルギーについてエネルギーの偏在

性、熱供給の安定性、技術的課題、コストについて優位

性や汎用性の面から評価を行い再生可能エネルギー活用

のための検討を行った。 

 

2．融雪状況の現地実態調査 

 車道に設置された融雪施設３箇所において、融雪状況

調査を実施した。対象とするロードヒーティングの方式

は「電気式」と「温水式」で、外気温度・湿度、全天日

射強度、風向風速、積雪深、雪密度、路面温度、融雪状

況、消費電力量のデータを収集・整理した。 

現地にて収集したデータの一部は既存施設の信号を分

岐するが、融雪の制御に影響を与えず、確実に信号を分

岐できる箇所・方法を検討し、調査を行った。 

2．1  温水式ロードヒーティング調査 

 温水式ロードヒーティング（以下「温水RH」という）

の実態調査場所として、国道に設置されている施設を選

定した。調査項目を表－１、設置状況を図－１に示す。

本施設は都市ガスボイラーを熱源としており、延長230

ｍ、幅16ｍの上り坂、対象面積は3,680ｍ２である。 

表－１ 調査項目（温水RH） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ ロードヒーティングの融雪状況 

調査項目 調査方法 備考

温湿度

風況

日射量

降雪量 SNETマルチセンサデータ 時間降雪深から算出

路面温度

往水温度
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温水流量 超音波流量計
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調査項目
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日射量
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図－４ 路面
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図－８ 路面
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度で推移し、平

電気②RHとも

低下しているが

（15分×8回）

供給熱量の推移

図－９ 供給熱量

気温 風速　 路

たり供給熱量 電流

が多く働いてい

１日あたり２

気温、日射量、風速

①RHと、電気②

グ全体の供給電

分の供給電力量

ではシステム全

その補完材料

システムとも電

給熱量とし、面

」ブロックの面

らそれぞれ算出

を通じ100W/m

均184W/m２、最

94,779MJであ

供給するとした

観測期間を通

平均160W/ m２、

もに16時～21

が、これは融雪

電力供給が停

移を図－９、図

量の推移（電気

 

路面温度

いる（供給熱量

２時間程度電力

速の推移(電気①

②RHの調査の

電力量の測定

量の測定 

全体の供給電力

として１ユニ

電熱線を採用し

面積あたり供給

面積、電気②R

出している。

m２～最大250W

最高258W/m２で

り、仮に12月

た場合、合計供

じ100W/m２～最

最高256W/m２

時頃に面積あ

雪電力の契約上

停止するためと

図－10に示す。
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0 供給熱量の推

の運転実績の詳

気①RHの運転実

たり供給熱量と

（1-0）を示し
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の実績を見る

は制御により運
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と考える。ま

御、機械除雪

画像制御も
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ー化」の両立

路面の再凍

いながら分析
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面温度、降雪
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融雪施設に導

な再生可能エネ

理・制御方法
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ギー化が可能

おりである。
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及び未利用エネルギーとして、太陽熱（集熱パネル）、

温度差（地中熱や河川熱、温泉熱等）、バイオマス、

地域廃熱（変電所、地下鉄、ビル換気等）等がある。

これらのエネルギーについて、地域的な偏在性、供

給量の安定性、コスト等から総合的に検討し、融雪

施設への適応性を検討した。 

3．1  太陽熱 

3.1.1 太陽熱システムの概要 
 太陽光エネルギーを熱として利用するシステムで、

主に住宅や事業所の給湯・暖房の熱源として使用さ

れている。システムには「パッシブソーラーシステ

ム」と「アクティブソーラーシステム」がある。 

 現在の国道ロードヒーティングのシステム構造や、

冬季の凍結を考慮すると、代替熱源として期待され

るシステムは、水式ソーラーシステムのうち、強制

循環型（間接集熱方式）とヒートポンプ式が妥当で

ある。（図－15） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 太陽熱利用システムの概要 

3.1.2 太陽熱システムの特徴 
水式ソーラーシステムの太陽集熱器には、「平板

型」、「真空ガラス管型」、「ヒートポンプ式」がある。 

この方式では、晴天の日中に約 60℃の温水が得ら

れ、真夏には 90℃程度まで上昇することがある。 

一般的に、ロードヒーティングの温水温度は 40℃

程度であるので、温度的には問題ないが、日射が期

待できない夜間や曇天に備え、貯湯槽やボイラー等

の補助熱源が必要となる。 

主な特徴は以下のとおりである。 

・ 安価で、特別な操作が必要ない。 

・ 冬季に凍結が懸念される地域では、水抜きが

必要である。 

 

3．2  温度差エネルギー 

3.2.1 温度差エネルギーの概要 

 海や河川の水温は一年を通してあまり変化がなく、

外気とは温度差が生じている。これを「温度差エネ

ルギー」という。一般的に、このエネルギーはヒー

トポンプや熱交換器を介して利用される。 

変電所から排出される排熱、生活排水や下水熱、

地中熱もこのエネルギーに分類される。 

3.2.2 温度差エネルギーの特徴 

温度差エネルギーを効率的に取り出すことのでき

る「ヒートポンプシステム」について特徴を述べる。 

ヒートポンプとは、低温の熱源を冷媒を介して吸

収し、その熱をエネルギー源として 30℃～60℃の熱

（温水）を作り出す装置である。冷媒は蒸発温度の

低い物質が採用されており、特に自然冷媒方式では

アンモニアや CO2が取り入れられている。 

電気エネルギーの入力に対する出力の割合を成績

係数（COP）といい、この係数は必ず 1.0 以上となる

ため省エネルギー効果が大きい。 

低温熱源には生活排水、下水熱、温泉排湯など、

さまざまなものがある。近年、空気を熱源とした家

庭用温水器（エコキュート）が注目されている。 

3．3  バイオマス 

3.3.1 バイオマスの概要 
バイオマスとは、「生物由来の再生可能な有機資源

で、化石燃料を除いたもの」で、廃棄物のうち有機

性のものはバイオマスに分類される。利用形態とし

ては、バイオマスの直接燃焼、バイオガス利用、液

体燃料利用などがある。 
3.3.2 バイオマスの特徴 

既存ボイラーの代替として木質ボイラーを導入す

るのが現実的であるため、直接燃焼の特徴、特に燃

料の特徴について述べる。扱い易さ、燃焼カロリー

の安定性から現在、チップ、ペレット、ブリケット

が主流である。 

3．4  再生可能エネルギーの総合評価 

再生可能エネルギーの総合評価結果を表－４に示

す。 

前述までの検討事項に、技術的課題、コストの定

性的評価を加えて評価したが、地中熱利用と温泉熱

利用の優位性が高い結果となった。しかし、温泉熱

の利用は温泉地など一部の地域に限られるため汎用

性が低い。 

 

 

 

 

太陽集熱器で吸収した熱をヒートポンプでさらに
高温にし、貯湯槽の温度を上げる方式。

強制循環型
（直接集熱方式）

強制循環型
（間接集熱方式）

ヒートポンプ式

日差しとしての太陽熱を建物内に取り入れ、吸熱・蓄熱し室内の空
気を暖める。

屋根や壁面等に太陽集熱器を設置し、暖房用空気や温水をつくる。

太陽集熱器で空気を暖める方式で、主に暖房に利用され
る。

太陽集熱器で水や不凍液を温める方式で、暖房、給湯に
利用される。

太陽集熱器と貯湯槽が一体となった構造。

太陽集熱器と貯湯槽を別置きにし、集熱器で直
接水を温めて貯湯槽に送水・循環する方式。

太陽集熱器と貯湯槽を別置きにし、集熱器で直
接水を温めて貯湯槽に送水・循環し、貯湯槽内
の水と熱交換する方式。

太陽熱利用

パッシブ
ソーラーシステム

アクティブ
ソーラーシステム

空気式

水式

波置き型
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4
以

上
は

日
射

が
な

い
。

熱
供

給
の

安
定

性
を

向
上

さ
せ

る
た

め
、

シ
ス

テ
ム

を
導

入
し

た
際

は
、

蓄
熱

槽
に

加
え

て
ボ

イ
ラ

ー
等

の
補

助
熱

源
が

必
要

に
な

る
。

△
○

○
△

○
△

△
△

・
既

に
確

立
さ

れ
た

技
術

で
は

あ
る

が
、

普
及

は
伸

び
て

い
な

い
。

・
既

に
確

立
さ

れ
た

技
術

で
小

規
模

施
設

に
お

け
る

実
績

が
伸

び
て

い
る

。

・
既

に
確

立
さ

れ
た

技
術

で
、

道
外

に
お

い
て

地
域

熱
供

給
と

し
て

実
績

が
あ

る
。

・
既

に
確

立
さ

れ
た

技
術

で
、

道
外

に
お

い
て

地
域

熱
供

給
と

し
て

実
績

が
あ

る
。

・
補

助
熱

源
（

ボ
イ

ラ
ー

）
と

の
併

用
と

な
る

た
め

、
シ

ス
テ

ム
が

複
雑

で
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
が

煩
雑

と
な

る
。

・
規

模
に

も
よ

る
が

、
設

置
面

積
が

大
き

く
な

り
、

市
街

地
で

は
導

入
場

所
が

限
ら

れ
る

。

・
道

内
で

ロ
ー

ド
ヒ

ー
テ

ィ
ン

グ
の

熱
源

と
し

て
採

用
さ

れ
始

め
て

い
る

。

・
た

だ
し

、
ロ

ー
ド

ヒ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
実

績
は

ほ
と

ん
ど

な
い

。

・
ロ

ー
ド

ヒ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
実

績
は

ほ
と

ん
ど

な
い

が
、

札
幌

市
と

北
海

道
電

力
が

共
同

実
証

を
行

っ
て

お
り

、
CO

P=
3.

0
以

上
を

確
認

し
て

い
る

。

・
チ

ッ
プ

・
ペ

レ
ッ

ト
貯

蔵
設

備
が

必
要

で
あ

る
。

・
補

助
熱

源
（

ボ
イ

ラ
ー

）
と

の
併

用
と

な
る

た
め

、
シ

ス
テ

ム
が

複
雑

で
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
が

煩
雑

と
な

る
。

・
生

下
水

を
利

用
す

る
場

合
、

腐
食

対
策

や
き

ょ
う

雑
物

対
策

が
必

要
で

あ
る

。

・
定

期
的

に
焼

却
灰

を
回

収
す

る
必

要
が

あ
る

。

・
自

然
木

の
中

に
重

金
属

が
含

ま
れ

て
い

る
場

合
が

多
く

、
燃

焼
に

よ
り

稀
に

有
害

物
質

が
形

成
さ

れ
る

場
合

が
あ

る
。

△
○

△
△

○
△

△
△

・
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
中

で
イ

ニ
シ

ャ
ル

コ
ス

ト
は

安
価

で
あ

る
が

、
補

助
熱

源
の

整
備

が
必

要
で

あ
る

。

・
チ

ッ
プ

や
ペ

レ
ッ

ト
は

比
較

的
安

価
に

購
入

で
き

る
。

・
ラ

ン
ニ

ン
グ

コ
ス

ト
と

し
て

重
油

等
の

補
助

燃
料

を
購

入
す

る
必

要
が

あ
る

。

・
補

助
熱

源
が

必
要

で
あ

る
た

め
に

重
投

資
に

な
る

が
、

燃
料

が
安

価
な

分
、

費
用

対
効

果
は

高
い

。

△
△

△
△

○
△

△
○

総
合

評
価

良
優

良
良

優
良

良
良

北
海

道
は

地
下

水
が

豊
富

な
地

域
で

あ
る

。
し

た
が

っ
て

、
地

中
熱

は
北

海
道

全
域

で
利

用
可

能
性

が
高

い
。

北
海

道
に

は
大

小
さ

ま
ざ

ま
な

河
川

が
あ

る
が

、
局

所
的

に
見

る
と

、
国

道
と

の
接

点
が

少
な

く
、

導
入

可
能

な
場

所
は

限
ら

れ
る

。

下
水

管
渠

は
市

街
地

に
面

的
に

存
在

す
る

た
め

、
国

道
と

の
接

点
も

極
め

て
多

い
。

エ
ネ

ル
ギ

ー
賦

存
量

は
道

央
圏

に
集

中
す

る
が

、
市

街
地

で
は

有
望

な
熱

源
で

あ
る

。
た

だ
し

、
処

理
水

は
終

末
処

理
場

近
傍

の
み

の
利

用
と

な
る

。

温
泉

地
は

道
内

に
点

在
し

て
お

り
、

熱
源

と
し

て
利

用
で

き
る

地
域

は
一

部
に

限
ら

れ
る

。

原
料

バ
イ

オ
マ

ス
の

賦
存

状
況

に
は

偏
り

が
あ

る
が

、
チ

ッ
プ

・
ペ

レ
ッ

ト
は

一
般

販
売

し
て

い
る

た
め

、
入

手
が

容
易

で
あ

る
。

・
イ

ニ
シ

ャ
ル

コ
ス

ト
が

高
価

で
あ

る
。

・
ま

た
、

熱
源

に
よ

っ
て

イ
ニ

シ
ャ

ル
コ

ス
ト

に
差

異
が

生
じ

る
場

合
も

あ
る

。

・
た

だ
し

、
CO

Pや
稼

働
率

に
よ

っ
て

は
投

資
回

収
年

が
短

縮
す

る
可

能
性

も
あ

る
。

熱
供

給
の

安
定

性

北
海

道
の

不
易

層
温

度
は

札
幌

市
の

実
績

か
ら

10
℃

程
度

と
想

定
す

る
。

地
下

水
も

豊
富

な
地

域
で

あ
り

、
熱

供
給

の
安

定
性

は
問

題
な

い
。

河
川

水
は

冬
季

に
は

2
～

3
℃

ま
で

低
下

す
る

が
、

水
量

が
豊

富
な

の
で

、
熱

供
給

の
安

定
性

は
問

題
な

い
。

冬
季

で
も

8～
10

℃
程

度
で

一
定

で
あ

る
が

、
時

間
変

動
が

大
き

く
、

熱
源

と
し

て
利

用
す

る
際

は
、

こ
の

こ
と

に
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。

北
海

道
は

湧
出

量
が

多
く

、
こ

れ
に

と
も

な
っ

て
排

湯
量

も
増

え
る

。
温

度
域

も
排

湯
で

35
℃

、
一

次
熱

は
熱

交
換

後
も

高
温

が
期

待
で

き
る

。

表
－

４
　

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

総
合

評
価

従
来

の
ボ

イ
ラ

ー
に

比
べ

て
負

荷
変

動
に

対
す

る
応

答
性

が
劣

る
。

こ
の

た
め

、
急

激
な

負
荷

変
動

に
対

応
す

る
た

め
に

ボ
イ

ラ
ー

等
の

補
助

熱
源

が
必

要
に

な
る

。

技
術

的
課

題

・
温

泉
熱

は
、

そ
れ

自
体

の
温

度
が

高
い

た
め

、
暖

房
・

給
湯

用
と

し
て

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

を
導

入
し

て
い

る
事

例
が

あ
る

が
、

ロ
ー

ド
ヒ

ー
テ

ィ
ン

グ
用

と
し

て
導

入
し

て
い

る
事

例
は

な
い

。
温

泉
熱

を
ロ

ー
ド

ヒ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
熱

源
と

し
て

利
用

す
る

場
合

は
、

ヒ
ー

ト
パ

イ
プ

や
温

水
の

直
接

利
用

が
多

い
。

・
空

気
熱

源
あ

る
い

は
水

熱
源

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

、
排

熱
温

度
帯

に
よ

っ
て

は
ヒ

ー
ト

パ
イ

プ
に

よ
る

熱
回

収
が

可
能

。
た

だ
し

、
電

力
会

社
と

の
連

携
が

必
要

。
（

札
幌

市
内

花
ゆ

づ
き

）

・
空

気
熱

源
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
に

よ
り

熱
回

収
が

可
能

。

人
口

の
密

集
度

、
産

業
の

集
積

度
に

よ
り

電
力

需
要

に
地

域
性

が
現

れ
る

た
め

エ
ネ

ル
ギ

ー
分

布
に

偏
り

が
生

じ
る

。
ま

た
、

変
電

所
は

地
域

に
お

い
て

点
で

存
在

す
る

施
設

で
、

施
設

ご
と

に
排

熱
量

も
大

き
く

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
、

利
用

で
き

る
場

所
は

限
ら

れ
る

。

24
時

間
換

気
を

行
っ

て
い

る
商

業
ビ

ル
、

・
施

設
近

傍
で

導
入

が
可

能
。

地
方

部
で

は
導

入
可

能
性

が
小

さ
く

な
る

が
、

主
要

都
市

で
は

中
心

市
街

地
、

郊
外

と
も

に
熱

源
と

し
て

期
待

で
き

る
。

電
力

需
要

に
時

間
変

動
が

あ
る

。
熱

源
と

し
て

導
入

す
る

際
は

、
こ

の
こ

と
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

ビ
ル

の
熱

需
要

に
時

間
変

動
が

あ
る

。
熱

源
と

し
て

導
入

す
る

際
は

、
こ

の
こ

と
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

項
目

太
陽

熱
温

度
差

エ
ネ

ル
ギ

ー
バ

イ
オ

マ
ス

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

偏
在

性

釧
路

、
根

室
圏

、
オ

ホ
ー

ツ
ク

圏
、

十
勝

圏
が

有
利

で
あ

る
が

、
北

海
道

は
全

国
的

に
見

て
も

日
射

は
恵

ま
れ

た
地

域
で

あ
る

。

コ
ス

ト

・
イ

ニ
シ

ャ
ル

コ
ス

ト
が

高
価

で
あ

る
。

・
ま

た
、

熱
源

に
よ

っ
て

イ
ニ

シ
ャ

ル
コ

ス
ト

に
差

異
が

生
じ

る
場

合
も

あ
る

。

・
た

だ
し

、
CO

Pや
稼

働
率

に
よ

っ
て

は
投

資
回

収
年

が
短

縮
す

る
可

能
性

も
あ

る
。

特
に

問
題

な
い

。



 

 

4．再生可能

 地中熱の有

地質による採

データ収集及

った。 

4．1  採熱

 地中熱利用

要因である採

工法を用い

を直接ピッ

径はφ179.0

なものとし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 採熱孔掘削

も 2 日で完

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－

能エネルギー

有効性及び採

採熱量の変化

及び採熱孔の

熱孔掘削 

用の問題点で

採熱孔掘削に

て試験を実施

トに伝達させ

0mm とし、ダ

た。掘削深度

図－16 

削作業は、深

了した。 

－４ 採熱孔掘

寒

ー（地中熱）の

採熱能力を確

化や、地中に

の掘削工法に

であるイニシ

については、

施した。本工

せて掘進する

ダブル U 字採

度は 60ｍと 1

機材配置図 

深度 60ｍで約

掘削（ソニック

地土木研究所構

の活用検討

確認すること

に与える影響等

について試験を

シャルコスト高

ソニックド

工法は回転と振

る工法で、掘削

採熱管が挿入可

110ｍとした。

約１日、110ｍ

クドリル） 

構内

融雪施

- 8 - 

と、

等の

を行

高の

リル

振動

削孔

可能

。 

ｍで

4．
試

把握

る熱

とい

試

加熱

(案

とヒ

試験

定発

昇し

量計

し、

加温

こ

こと

温度

ータ

きの

に関

孔を

図を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の効率的な

2  熱応答試

試験孔(採熱孔

握する方法と

熱応答試験(T

いう)が一般に

試験方法は、「

熱法による熱

案)」((財)ヒー

ヒートポンプ

験方法は採熱

発熱の電熱ヒ

した循環液を

計で一定にな

戻ってきた

温され、孔内

このように、

とにより、次

度上昇の状況

タロガーで自

の温度上昇曲

関係すること

を設置した地

を図－17に示

な再生可能エネ

試験（TRT:ｻ
孔)を設置した

して、一定熱

Thermal Resp

に用いられて

「ボアホール型

熱応答試験の

ートポンプ・蓄

プシステム研究

熱孔から汲み上

ーターを用い

を採熱孔内に送

なるように調節

た循環液はさ

内部へ送水され

採熱孔と電熱

次第に循環液の

況として、採熱

動収録しモニ

曲線は、その地

が知られてい

地盤の熱伝導率

示す。 

図－17 TR

ネルギー活用に

ｻｰﾏﾙ ﾚｽﾎﾟﾝｽ
た地盤の熱特

熱量供給によ

ponse Test、

ている。 

型地中熱交換

の標準試験方

蓄熱センター

究会)に基づ

上げられた循

いて加温し、

送水した。送

節した。孔内

らに電熱ヒー

れる。 

熱ヒーター間

の温度は上昇

熱孔の出入り

ニタリングし

地盤特有の物

いる。これに

率を求めた。

RT 概念図 

に関する研究

ｽ ﾃｽﾄ） 

特性を事前に

よる試験であ

以下「TRT」

換器に対する

方法について

ー地下熱利用

き実施した。

循環液を、一

一定温度上

送水量は、流

内部で熱交換

ーターで一定

間を循環する

昇する。この

り口温度をデ

した。このと

物性値と密接

により、採熱

TRT の概念

に

あ

て

用

 

一

上

流

換

定

の

デ

接

熱

念



 

 

4．2  熱応

 熱応答試験

4.2.1 採熱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－18
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4.2.2 採熱
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4．３  地中温度計測結果 

 60m及び110mの各深度における地中温度の推移を

確認するため、採熱管挿入時に熱電対を各深度に設

置している。 

 計測は、採熱試験開始前から行っており、現在も

データ収集中である。 

表－６ 熱電対設置深さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２２ 地中温度データ 

地中温度は、採熱試験時に 30℃程度まで上昇し、以

後は 10℃から 13℃で安定している。最も高い温度は、

採熱孔(110m)の 50m に設置した熱電対(ch8)であり

13.0℃前後をキープしている。 

 

5．まとめ 

 融雪施設の現地実態調査では、外気温や降雪量に

より路面の状況は圧雪、凍結、乾燥とさまざまであ

るが、状況によってはフル稼働でも融雪が間に合わ

ず圧雪や凍結状態となる場合まで確認できたが、融

雪施設の実供給熱量と、計算により算出した必要熱

量を比較すると、必要熱量は供給熱量の 50％程度で

あることがわかった。今年度の調査地域の気象は 20

年平均で見ても降雪量が少なく、気温が極端に低い

傾向が確認されていることから、今後もデータの蓄

積は必要であるが、制御方法等を見直すことで省エ

ネルギー化が可能であると考える。具体的な制御方

法としては 

 ・日射量の制御因子追加 

 ・タイマー通電制御 

 ・轍部ヒーティング 

 ・画像制御 

等がある。 

 今後はこれらの管理手法について検討を進めるこ

とで、効果的な維持管理方法や制御方法を確認して

いく。また、採熱量が小さい再生可能エネルギー活

用については、凍結防止の対応のみを行うものとし、

融雪時は、ガスボイラーの熱量を投入する等のハイ

ブリット化により経済性と安全性、環境性も考慮し

た方法も検討していく。 

 北海道における再生可能エネルギーについては、

温泉熱や地中熱の有効性が見られた。しかし、温泉

熱については、地域遍在性があり活用できる地域が

限られる。地中熱については、北海道では地下水量

が多く温度も 10℃前後と安定していることから、遍

在性や熱供給の安定性には問題がない。イニシャル

トスの問題はあるが、利用可能な再生可能エネルギ

ーである。 

 地中熱の試験として採熱孔の設置を行ったが、地

下水の影響が深度より熱交換量には影響が大きいこ

とが確認できたが、夏季蓄熱の影響や、冬季の熱採

取量等について調査を実施していく。 
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110m 採熱孔 熱応答試験 
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CH１ 60 ｍ
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Abstract ：As electricity is used as a heat source for most road heaters and other snow melting facilities, 
the costs involved in their operation are substantial.  However, road heating is the only available means 
of melting snow in many areas, making efficient and economical maintenance essential.   

Accordingly, the minimum amount of heat required was determined in this study via an actual 
operation state survey on existing road heaters and an operation method-specific review of heat amounts 
supplied and those actually required.  In addition, stability, localization, technical problems and the 
cost of renewable energy to be used for road heating were reviewed to support the proposal of an 
approach involving the use of renewable energy. 

In 2011, field investigation of road heating was conducted to collect data on variables such as road 
surface conditions, heat amounts supplied and wind conditions.  Investigation and tests regarding 
available types and amounts of renewable energy were also conducted. 
 
Key words : road heating, maintenance, cost reduction, renewable energy
 


